
　

使用規制が進むPFAS 
PFAS（ピーファス）：有機フッ素化合物

　PFASは有機フッ素化合物の一種

で、衣類の防水・撥水加工や調理器具

の表面コーティングといった日常用途

から、電子回路基板、フォトレジスト、

金属メッキといった工業用途、さらに

は光学用途に至るまで幅広く使用さ

れてきました。PFASは炭素とフッ素

が強く結合（C-F結合）することで、高

い耐水・撥水性、耐油性、耐熱性、耐

薬品性、光吸収性の低さを実現しま

す。便利である一方、PFASはその残

留性と高い移動性から、生物や人間

に影響を与える可能性があるとされ、

PFASの使用に関する規制が進めら

れています。

　こうした規制強化を背景に、ディス

プレイサプライチェーンなどの企業

間ではPFASフリー原料の需要が高

まっています。C-F結合を含む製品は

光学用帯電防止剤として業界で広く

使用されていましたが、欧米における

PFAS規制の強化で代替材料への需

要が増加しています。

高性能帯電防止剤
エレクセル®AS、MPシリーズ

　第一工業製薬は、ビス（フルオロス

ルホニル）イミド（FSI）系イオン液体

「エレクセルAS、MPシリーズ」を発売

しました。PFASに該当しない構造が

特長で、最小添加量でも十分な性能

を発揮する高性能帯電防止剤 表1とし

て、おもに光学材料分野で高く評価さ

れています。

　光学ディスプレイは大型化にともな

い帯電リスクが増大し、小型高性能部

品では静電故障が課題です。当社の

イオン液体は、最小添加量で帯電を

防止する高性能帯電防止剤であり、高

いイオン伝導性と低粘度も特長。さら

にPFAS規制に適合するFSI系構造が

高く評価され、多数の問い合わせをい

ただいています。

　当社はイオン液体の構造特性を定

量化し、独自データベースの構築を通

じて効率的な材料提案を開始しまし

た。製品切り替えを容易にするフロー

リアクターの導入により、少量多品種

生産に向けた製造プロセス開発を強

化しています。さらに、脱フッ素化とい

う国際的な潮流に対応し、非フッ素系

を用いた材料開発を並行して推進し

ています。今後は、帯電防止剤向け高

性能イオン液体事業の拡大をめざし

ます。
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Photogr aph for：

モノゲンの発売を知らせる社報
DKS300番→ネオゲン→モノゲンと名前を
変えながら商品化。ネオゲンは家庭用シャ
ンプーから発売。1937年3月号の社報には
モノゲンの発売について掲載されている。

Photogr aph for：

新会社設立の調印式の様子
1972年、日本サンホーム株式会社とP&G
社の間に基本契約が成立。プロクター・ア
ンド・ギャンブル・サンホーム（P&Gサンホー
ム）株式会社が設立された。
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粉末合成洗剤（HDS）の生産設備
家庭用品事業から撤退後も、当社はP&Gサ
ンホーム株式会社から受託した粉末合成洗
剤（HDS）を生産。その協力関係は1984年
まで続いた。

家庭用品事業からの撤退を決断
1973年、ゲンブ株式会社の設立は、業務用分野への特化と同時に、当社に
とって家庭用品事業から撤退することを意味しました。これは、極めて戦略
的な経営判断であり、まさに「第二の創業」と言える大きな転換点でした。

　当社の家庭用品事業の歴史は古く、

大正時代の洗髪用剤「マーキレー」や

「粉末石鹸」にはじまり、昭和初期には

高級アルコール洗剤「モノゲン」や柔軟

仕上剤「パンソフター」など業界初の

製品も世に送り出しました。

　昭和20年頃は、戦時体制の影響で

繊維産業が大きく停滞したことから、

家庭用品事業が当社の業績を支える

柱でした。やがて昭和40年代には、さ

らなる事業拡大をめざしますが、高度

経済成長にともなう消費の多様化や外

資企業の本格参入により、家庭用品市

場は激しい競争の時代へと突入します。

　そのような変化の中、日本への進

出を計画したのが、米国最大の洗剤

メーカーであり国際的企業でもある

P&G社でした。

　P&G社は、当社が出資していた日

本サンホーム株式会社と基本契約を

結び、日本サンホームの家庭用品部門

はP&Gサンホームに移行。1973年に

は、業務用部門を受け継ぐゲンブ株

式会社が設立され、これにより当社は

BtoC市場からの撤退を正式に決断

し、BtoB領域に経営資源を集中させ

ることとなりました。この決断は、一時

の苦渋に満ちたものでしたが、当社の

研究開発力を強みに、企業間取引で

の信頼を築き上げる道を選択したと言

えます。

　2018年以降には、ライフサイエンス

事業で再びBtoC市場への挑戦も始

まっています。変化する市場環境の中

で、当社の進化し続ける力を支えてい

るのは、やはり研究開発力なのです。

研究開発力を軸に
業務用分野へと
集中する道を選択
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DK Sの歩み

DKS 
Chronicle

1973

当社は1918年の設立時に3つの社訓を掲
げた。その中に「研究努力」とあるように早
期から研究体制をつくり上げてきた。1927
年、本社工場の移転を機に、研究体制を本
格的に強化。当時、恐慌後の不況を打破す
るため、「大量生産の確立」「中国市場の開
拓」「家庭品の拡大強化」をめざし、品質改
善や新製品開発に注力した。この研究重視
の姿勢が、モノゲンやパンソフターの開発
につながったことは言うまでもない。

1930年頃、中国大陸
で売り出された粉末石
鹸「賢婦」のポスター。

1938年ごろ
の本社・工
場（京都七条
千本南）イラ
スト。
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ハロゲンフリー
アニオン フッ素系アニオン

（PFAS非該当構造）
独自のデータベース
 （構造的特徴を数値化）

独自の樹脂への
チューニング

デザイン
技術

イオン液体
選定技術

イオン液体
生産技術

カチオン
合成技術

フローリアクター
生産設備（開発中）

バッチ
生産設備
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・  欧米を中心に進み 
PFAS規制対応が 
急務。

・  大型化ディスプレイ 
の帯電リスクによる 
歩留まり低下。

・ PFAS非該当構造のイオン液
体で、規制対応と環境配慮を両
立。

・  最小添加量で十分な帯電防止
性能を発揮し、歩留まり改善に
も貢献。

帯電トラブルを“未然に防ぐ”イオン液体ソリューション
case study

次世代ディスプレイを支えるPFASフリーの帯電防止技術

エレクセル®AS、MPシリーズ高性能帯電防止剤

フッ素系  (P FA S非該当構造）

AS-110 AS-804 MP-409

アニオン FSI FSI TFSI 
 （PFAS）

添加量 
（wt%） 表面抵抗値（Ω/sq.）

0 6.3×1013 6.3×1013 6.3×1013

1.5 4.0×1010 3.4×1010 1.5×1011

3.0 8.4×109 1.0×1010 4.5×1010

5.0 2.8×109 3.8×109 1.5×1010

非フッ素系 （ハロゲンフリー構造）

MP-6071 MP-409

アニオン ハロゲン 
フリー

TFSI 
 （PFAS）

添加量 
（wt%） 表面抵抗値（Ω/sq.）

0 3.5×1013 3.5×1013

3.0 3.6×1010 9.4×1010

表1  エレクセルA Sシリーズ、MPシリーズの帯電防止性能評価（例）

図1  当社イオン液体技術 

【測定条件】 
樹脂：アクリル系ポリマー 
膜厚：20μm
測定：20℃、65%RH

技術者の課題を
さなざまなアイデアで
支援しています。
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